
東京電力株式会社の電気料金の値上げ及び東京電力株式会社と

原子力損害賠償支援機構による「総合特別事業計画」の策定に

関する緊急要望 
 

今般、燃料費増分を補填するため産業・業務向け（「自由化部門」）の電気料金の

値上げが発表された。しかし、値上げの根拠である燃料費等の負担増分６，８００億

円の詳細や、賠償スキームと合わせた経営合理化の具体的な内容が示されておら

ず、中長期的な見通しも不透明である。 

加えて、「自由化部門」といいながら、電力市場は競争原理が全く機能していない

ため、需要家が、東京電力株式会社以外の民間事業者へ乗り換えることは事実上

困難であり、電気事業における地域独占の弊害による高コスト構造の実態が改めて

明らかになった。 また、値上げの方法も、現行単価に一定額を上乗せするのみで

極めて便宜的であり、未だ電力需要のピークカットや省エネを促す価格体系になっ

ていない。こうしたことは、首都圏で経済活動を行う企業の経営に大きな影響を及ぼ

すとともに、とりわけ、経営基盤の脆弱な中小企業等の経営に与える影響は極めて

大きいものと考えられる。こうしたことから、今回の値上げは安易に容認できるもので

はない。 

さらに、家庭や低圧事業者の需要家は、規制部門として、東京電力株式会社以外

の電気事業者を選択する機会が与えられておらず、仮に、こうした規制部門の需要

家に対しても東京電力株式会社による値上げが行われた場合には、それを受け入

れるしかない状況にある。ここでも、電気事業における地域独占の弊害と競争原理の

必要性が明らかになっている。 

一方、現在、原子力損害賠償支援機構と東京電力株式会社は、迅速な賠償の実

現と改革の着手を謳う「総合特別事業計画」の策定にむけて検討を進めている状況

にあるが、再生可能エネルギーの導入拡大など望ましいエネルギーミックスを実現

するためには、それを支える電力制度改革が不可欠である。 

九都県市首脳会議は、以上のような状況をふまえ、電気事業制度の改革とともに、

経営責任の明確化、設備投資の方向性など東京電力株式会社の経営のあり方に関

する中長期的視点からの抜本的な改革の確実な実行を求め、今回の電気料金の値

上げと総合特別事業計画策定に関し、下記の７点への対応を強く要望する。 



 

記 

 

1. 「総合特別事業計画」策定の前提となる当面の収支見込、今後の電力需給の

状況、電源構成、燃料費等負担増の内容、震災前と現在における役員及び社

員の給与・賞与等の実態、経営合理化の具体的内容及びこれらの中長期的な

方向性などについての明確な情報の開示と、連結子会社等を含む経営合理

化の確実な推進を求める。 

 

2. 健全な競争原理が働くよう、民間資金の活用による老朽火力の早期更新や、

託送料やインバランス料金の見直し、系統への接続にかかる情報の透明化と

送電部門の中立性強化など、電気事業への民間事業者の参入促進を求め

る。 

 

3.  電気料金の値上げは、首都圏で経済活動を行う企業の経営に大きな影響を

及ぼすことから、とりわけ、中小企業等に対して特段の配慮を求める。 

 

4.  一律定額の上乗せは、エネルギーの効率利用を阻害するおそれがあることな

どから、多様かつ柔軟な電気料金メニューの設定を求める。 

 

5. 東日本の電力安全保障のため、電力会社間の連系線（地域間連系線）の増強

や、高効率な天然ガス発電や東北・北海道地域での供給ポテンシャルの高い

再生可能エネルギーを東日本全体で有効活用できるよう、電力会社毎の系統

の運用ではなく、複数の電力会社の系統を包括的に運用する方法への見直

しを求める。 

 

6.  需要家側の合理的な省エネ・節電を促すため、需要家へのスマートメーター

の設置と得られるデータを需要家側も直接入手し利用できる仕組みを構築す

るとともに、自由化対象範囲を家庭や低圧事業者にも拡大し、より多様かつ柔

軟な電気料金メニューを提供する電気事業者を需要家が“選べる”社会に転

換していくことを求める。 

 



7. これまでの経営責任を明確化させるため、東京電力株式会社における現在ま

での役員等については、その責任の所在を徹底的に明らかにすることを求め

る。 
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